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第三期特定健康診査等実施計画
富士フイルムグループ健康保険組合



　特定健康診査等実施計画　(平成30年度〜令和5年度)
背景・現状・基本的な考え方
No.1 ・医療費全体のうち、生活習慣病が22％を占めている。

・また一人当たり伸び率(2016→2017）も増加。  ・加入者本人の行動変容や周囲の支援により医療費削減が可能と思われる「生活習慣病
」に対策に重点を置く。
・体重減による生活習慣病リスクを改善するため、特定保健指導を継続実施する。
・ポピュレーション・アプローチを積極的に展開する。

No.2 ・医療費全体のうち新生物（がん）が17％を占めている。
・また一人当たり伸び率(2016→2017）も増加し、新生物　　（が
ん）は顕著（12.2％）。
・新生物医療費のうち、乳がんの占める割合が最も多く次いで大腸
がん。
・一人当たり伸び率(2016→2017）も大腸がん、乳がんが高い。

 ・がんの中で乳がん、大腸がん対策に重点を置く。

No.3 ・事業場によって喫煙率に大きな差がある。
・各社経営陣に働きかけ、課題ある事業所にアプローチ。  ・引き続き順位公表で、悪い事業所にアプローチ

・取組が顕著な事業所の表彰（健康アワード新設）
・新たな禁煙施策の推進。（ファイザー社）

No.4 ・肥満者の割合が他健保と比べて高い。
・生活習慣病リスクを改善する事が必要である。  ・体重減による生活習慣病リスクを改善するため、特定保健指導を継続実施する。

・KeｎCOMを活用したポピュレーションアプローチ、歩活　の展開。
No.5 ・年間医療費総額の高額者には、循環器系疾患（糖尿病・脳心血管

系疾患等）が含まれている。
・リスクが高くなる前に、生活習慣を改善することでリスクを増加
させない必要がある。

 ・階層化フローチャートを用い、リスクの高い層に対し生活習慣改善のための保健指導
を実施する。

No.6 ・生活習慣病ハイリスク保持者でありながら、服薬をしていない者
がいる。
・ハイリスク保持者がこれ以上悪くならないよう医療機関を受診さ
せる必要がある。

 ・自身がハイリスク保持者であることの危険性を認識すること。
・医療機関への受診を健保・事業所から勧奨する。

No.7 年齢階層別一人あたり医療費では、３０歳代から伸びはじめ、５０
歳代から大きく伸びてくることが分かった。若年層から生活習慣改
善に取り組む必要がわかった。

 ・若年層から生活習慣改善の保健指導を実施する。
・健康ポータルサイト（WEB）を活用し、健康啓発活動やインセンティブによる健康行
動促進を図る。

基本的な考え方（任意）
-

特定健診・特定保健指導の事業計画

1 事業名 特定健康診査 対応する健康課題番号 No.5 , No.4


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：40〜74, 対象者分類：基準該当者
方法 【目的】加入者全員のメタボリックシンドロームの早期発見

【概要】健診機関での定期的な健診受診と、その勧奨
体制 社員は会社の定期健康診断にて受診

OB、被扶養は社員を通じ、またEメールを使用して受診勧奨

事業目標
受診率目標　全体【29年実績値】75.4％ 【30年目標値】80.7％、社員【29年実
績値】97.2％ 【30年目標値】98.0％、
　　　　　　ＯＢ【29年実績値】56.1％ 【30年目標値】60.0％、被扶【29年実
績値】47.9％ 【30年目標値】60.0％、

評
価
指
標

アウトカム指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
健診受診者と事業結果（健診リスク数、医療費等）との結びつきが弱いため指標を
設定していません。
(アウトカムは設定されていません)
アウトプット指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

受診率 53,166
％ 80.7 ％ 80.7 ％ 85.2 ％ 87.5 ％ 90.7 ％

※緑色強調表示している箇所は第2期計画書中間見直しによる変更箇所です。
実施計画
H30年度 R1年度 R2年度
社員は定期健康診断にて継続的な受診。 被扶等（任
継、特退、被扶養者）は受診率を上げる。

社員は定期健康診断にて継続受診 OB、被扶養は受信
率を上げる

社員は定期健康診断にて継続受診 OB、被扶養は受信
率を上げる

R3年度 R4年度 R5年度
社員は定期健康診断にて継続受診 OB、被扶養は受信
率を上げる

社員は定期健康診断にて継続受診 OB、被扶養は受信
率を上げる

社員は定期健康診断にて継続受診 OB、被扶養は受信
率を上げる
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2 事業名 特定保健指導 対応する健康課題番号 No.4 , No.1


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：40〜74, 対象者分類：被保険者/被

扶養者
方法 【目的】メタボ者の減少による生活習慣病発症リスクの軽減

【概要】特定保健指導対象者、及び生活習慣病リスク保持者への保健指導
体制 特定保健指導実施業者による保健指導

健保所属保健師による保健指導

事業目標
特定保健指導
保健指導該当から脱出者20％
評
価
指
標

アウトカム指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
特保該当脱出率 24.5 ％ 22 ％ 22 ％ 22 ％ 24 ％ 27 ％
アウトプット指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
実施人数 2,471 人 2,500 人 2,500 人 1,811 人 1,900 人 2,000 人

※緑色強調表示している箇所は第2期計画書中間見直しによる変更箇所です。
実施計画
H30年度 R1年度 R2年度
積極的支援と動機付け支援の実施。 保健指導拒否者
、脱落者への受診勧奨。 ICT活用による受診勧奨。 特
定健康診査にて、初回面談を実施する。

積極的支援と動機付け支援の実施 保健指導拒否者、
脱落者への受診勧奨 ICT活用による受診勧奨 特定健康
診査にて、初回面談を実施する

積極的支援と動機付け支援の実施 保健指導拒否者、
脱落者への受診勧奨 ICT活用による受診勧奨 特定健康
診査にて、初回面談を実施する

R3年度 R4年度 R5年度
積極的支援と動機付け支援の実施 保健指導拒否者、
脱落者への受診勧奨 ICT活用による受診勧奨 特定健康
診査にて、初回面談を実施する

積極的支援と動機付け支援の実施 保健指導拒否者、
脱落者への受診勧奨 ICT活用による受診勧奨 特定健康
診査にて、初回面談を実施する

積極的支援と動機付け支援の実施 保健指導拒否者、
脱落者への受診勧奨 ICT活用による受診勧奨 特定健康
診査にて、初回面談を実施する

3 事業名 被扶養者等への健診結果票提供（情報提供） 対応する健康課題番号 No.6


事業の概要
対象 対象事業所：全て, 性別：男女, 年齢：40〜74, 対象者分類：被保険者/被

扶養者

方法
【目的】受診者自身が健康状況を把握する
【概要】健診受診者に健保オリジナルの結果票を自宅に送付(LSIメディエ
ンス除く）

体制 健保にて情報抽出し、ＦＸに提供。
ハガキ送付作業は法研が代行。

事業目標
配布率（【実績値】95％ 【目標値】平成28年度：100％ ）被扶養者等に健診結
果票（健保オリジナル）を送付する。
メタボ率（【実績値】14.2％ 【目標値】平成28年度：14.0％ ）健診結果票から
の気づきによる健康行動実施者の増。指標はメタボ率の減少。
評
価
指
標

アウトカム指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
メタボ率 - ％ 29 ％ 29 ％ 29 ％ 29 ％ 29 ％
アウトプット指標 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
配布率 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％ 100 ％

※緑色強調表示している箇所は第2期計画書中間見直しによる変更箇所です。
実施計画
H30年度 R1年度 R2年度
特定健診受診券を使い、特定健診を受診した被扶養者
等に、健保オリジナルの結果票を自宅に送付。 (LSI
メディエンス、人間ドックを除く）。

健保オリジナルの結果票を自宅に送付 健保オリジナルの結果票を自宅に送付

R3年度 R4年度 R5年度
健保オリジナルの結果票を自宅に送付 健保オリジナルの結果票を自宅に送付 健保オリジナルの結果票を自宅に送付
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達成しようとする目標∕特定健康診査等の対象者数
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

特
定
健
康
診
査
実
施
率

計
画
値
※1

全体 45,694 ∕ 56,559 ＝
80.8 ％

45,694 ∕ 56,559 ＝
80.8 ％

46,975 ∕ 56,559 ＝
83.1 ％

48,256 ∕ 56,559 ＝
85.3 ％

49,536 ∕ 56,559 ＝
87.6 ％

51,329 ∕ 56,559 ＝
90.8 ％

被保険者 34,161 ∕ 37,337 ＝
91.5 ％

34,161 ∕ 37,337 ＝
91.5 ％

34,481 ∕ 37,337 ＝
92.4 ％

34,800 ∕ 37,337 ＝
93.2 ％

35,120 ∕ 37,337 ＝
94.1 ％

35,567 ∕ 37,337 ＝
95.3 ％

被扶養者 ※3 11,533 ∕ 19,222 ＝
60.0 ％

11,533 ∕ 19,222 ＝
60.0 ％

12,494 ∕ 19,222 ＝
65.0 ％

13,455 ∕ 19,222 ＝
70.0 ％

14,417 ∕ 19,222 ＝
75.0 ％

15,762 ∕ 19,222 ＝
82.0 ％

実
績
値
※1

全体 39,923 ∕ 53,166 ＝
75.1 ％

41,748 ∕ 52,588 ＝
79.4 ％

- ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％

被保険者 26,596 ∕ 29,188 ＝
91.1 ％

28,188 ∕ 29,274 ＝
96.3 ％

- ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％

被扶養者 ※3 13,327 ∕ 23,978 ＝
55.6 ％

13,560 ∕ 23,314 ＝
58.2 ％

- ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％

特
定
保
健
指
導
実
施
率

計
画
値
※2

全体 1,853 ∕ 7,563 ＝
24.5 ％

1,860 ∕ 7,563 ＝
24.6 ％

3,101 ∕ 7,658 ＝
40.5 ％

3,140 ∕ 7,753 ＝
40.5 ％

3,657 ∕ 7,848 ＝
46.6 ％

4,429 ∕ 7,981 ＝
55.5 ％

動機付け支援 1,699 ∕ 6,934 ＝
24.5 ％

1,705 ∕ 6,934 ＝
24.6 ％

2,825 ∕ 6,977 ＝
40.5 ％

2,843 ∕ 7,019 ＝
40.5 ％

3,290 ∕ 7,062 ＝
46.6 ％

3,953 ∕ 7,122 ＝
55.5 ％

積極的支援 154 ∕ 629 ＝ 24.5 ％ 155 ∕ 629 ＝ 24.6 ％ 276 ∕ 681 ＝ 40.5 ％ 297 ∕ 734 ＝ 40.5 ％ 366 ∕ 786 ＝ 46.6 ％ 477 ∕ 859 ＝ 55.5 ％

実
績
値
※2

全体 1,698 ∕ 7,008 ＝
24.2 ％

1,443 ∕ 7,070 ＝
20.4 ％

- ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％

動機付け支援 717 ∕ 3,390 ＝
21.2 ％

651 ∕ 3,447 ＝
18.9 ％

- ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％

積極的支援 981 ∕ 3,618 ＝
27.1 ％

792 ∕ 3,623 ＝
21.9 ％

- ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％ - ∕ - ＝ - ％

※１）特定健康診査の（実施者数）∕（対象者数）
※２）特定保健指導の（実施者数）∕（対象者数）
※３）特定健診の対象となる被扶養者数には、強制被扶養者、任意継続被扶養者、特例退職被扶養者、任意継続被保険者、特例退職被保険者を含めてください。
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目標に対する考え方（任意）
受診勧奨の徹底に努め、目標達成を目指す。

特定健康診査等の実施方法（任意）
<特定健康診査>
【社員の場合】
　従来通り事業主が行う法定健診で実施し、特定健診の検査項目を電子媒体で健保へ提出。（人間ドックを選択することも可能）
【被扶養者等（特退および被扶養者含む）の場合】
　健診の委託先は、以下のとおり。
　①健保連が代表健診機関団体と契約する集合契約Aと都道府県保険者協議会で選出された代表保険者が都道府県代表健診実施機関等と契約する集合契約B。
　②（株）LSIメディエンスに業務委託を行い、特定健診の検査項目に加え、便潜血検査や乳房マンモグラフィーや子宮がん検診など独自の検査項目を増やし、手厚い
　　補助を実施する。
　 ​③健保と直接契約した医療機関で、人間ドック・婦人科がん検診のセット受診が可能。
尚、受診促進のために、受診勧奨（対象者に対してメール・ハガキにて勧奨する）を行い、特退の加入者に対しては、健診受診するとkencomのFFG健康ポイントを進呈する
などインセンティブを強化することで、目標受診率の達成を目指す 。
<特定保健指導>
【社員の場合】毎年、特定保健指導実施対象事業所を選定し、業者委託を中心に実施していく。事業所及び委託業者と協働し、徹底した受診勧奨に取り組むことで初回面接
参加率、実績評価実施率を上げていく。また、面接会場が不要で時間の制約が少ない、スマホ・パソコンなどを活用した遠隔面接を積極的に取り入れ、参加者の負担軽減を
図る。
【被扶養者等（特退および被扶養者含む）の場合】生活習慣改善効果が比較的高い70歳以下を対象とし、遠隔・対面面接など対象者自身が選べる保健指導や、健診受診時と
同時に参加できる特定保健指導を行い、参加率向上を目指す。

個人情報の保護
当健保組合は「富士フイルムグループ健康保険組合個人情報保護方針」に従って、個人情報の保護に努める。特定健診等の結果データについては外部委託する為、委託先の
選定に当たっては、機密漏洩防止策、個人情報保護体制が確立されているか否かを確認する。

特定健康診査等実施計画の公表・周知
本計画は、当健保のホームページや広報誌などを通じて公表周知する。

その他（特定健康診査等実施計画の評価及び見直しの内容等）
年度毎のPDCA管理により、必要に応じて実施体制、周知方法など計画の見直しを行う。
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